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株主の皆様へ

　第５６期の決算を終了いたしましたので、ここに

　当期の事業の概況をご報告申し上げます。

 
　当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業収
益を背景とした設備投資の増加や雇用環境の改善が見ら
れ、期の前半の景気は緩やかな回復基調で推移いたしま
したが、後半は原油・原材料価格の高騰やサブプライム
ローン問題に端を発した米国経済の減速、金融市場の信
用収縮、さらには、為替動向や株式市場の不安定さなど
の影響による先行きの不透明感が増大したことにより、
景気は減速傾向で推移いたしました。
　鉄鋼二次製品業界におきましては、公共投資の抑制が
続く中、主原料である線材価格の数次にわたる値上げや
副原料及び一般副資材の高騰、さらには、流通経費が上
昇するなど、経営環境は依然として厳しい状況で推移い
たしました。
　このような状況の中、当社グループは、中期経営計画
の最終年として、全社を挙げて計画達成に向けて積極的
な営業活動を展開いたしましたが、鋲螺部門においては
改正建築基準法の影響による大幅な減収（△１９．１％）と
なりました。しかしながら、子会社（ジェイ－ワイテック
ス株式会社）合併の効果（４１．６％）もあり、当連結会計
年度の売上高は３４，３４６百万円となり前年同期に比べ
９，２０７百万円（３６．６％）の増収となりました。
　収益面におきましては、諸経費削減など、グループ全
体での合理化施策を推進するとともに販売価格の上昇に
努めた結果、線材及び副原料等価格値上がり分の製品価
格への転嫁は十分ではなかったものの、営業利益は２，１６０
百万円と前年同期に比べ８７３百万円（６７．８％）の増益、経
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常利益は２，８０２百万円と前年同期に比べ５１１百万円
（２２．３％）の増益となりました。当期純利益につきまし
ては、前連結会計年度に比べ過年度役員退職慰労引当金
繰入額及び投資有価証券評価損などの特別損失を計上し
たものの、子会社合併による持分変動利益などの特別利
益を計上したことにより１，６８７百万円となり、前年同期に
比べ４８６百万円（４０．５％）の増益となりました。
　当社グループは、収益重視の経営方針を基本とする中、
中長期的な経営戦略を早期にかつ確実に実現するために、
新規需要開拓及び新製品・新技術の開発並びに人材の確
保と育成を図り、グループ全体としての収益を維持しな
がら業績向上に努めてまいります。
　また、管理体制面におきましては、経営の透明性を確
保するため、内部統制の整備・充実及びコンプライアン
スの一層の強化を図るとともに、環境保全活動におきま
しても、ISO１４００１を取得するなど常に地域社会及び地球
レベルでの環境保全を考慮し、継続的な改善活動に積極
的に取り組み、企業の社会的な責任を果たしたいと考え
ております。
　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申し上げます。

　平成２０年６月
　
　　　代表取締役社長
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営業品目

鉄線、亜鉛めっき鉄線
当部門は、亜鉛めっき鉄線を主力としており、公共投資の

依存度が高く、政府の構造改革推進の影響で需要は減退する

傾向となりました。また、昨年度より数次にわたり値上げさ

れた線材価格及び副原料等価格の上昇

によるコストアップ分を、十分とはい

かないまでも価格転嫁できたことによ

り、販売数量は減少したものの製品価

格が上昇し、当部門の売上高は５，０４１百

万円と前年同期に比べ１２４百万円

（２．５％）の増収となりました。

普通線材製品部門
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硬鋼線、ピアノ線
当部門は、自動車産業向けの硬鋼線、ピアノ線を主力とし

ております。自動車産業は引き続き好調を維持しており、また、

子会社合併の効果により、

当部門の売上高は３，３８６百

万円と前年同期に比べ

２，３９４百万円（２４１．５％）の

大幅増収となりました。

硬鋼線材製品部門
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トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト、
GNボルト（溶融亜鉛めっき六角高力ボルト）

当部門は、トルシア形高力ボルト、六角高力ボルト及びGN

ボルト（溶融亜鉛めっき六角高力ボルト）を主力としており、

主な需要先は建設・土木業界であります。耐震強度偽装事件

に端を発した改正建築基準法施行の影響で建築物件の大幅な

着工遅れが生じ、建設資材であるトルシア形高力ボルトを中

心に大幅な販売数量の減少となり、当部門の売上高は４，９７２百

万円と前年同期に比べ１，１７２百万円（△１９．１％）の大幅減収と

なりました。

鋲 螺 部 門
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着色鉄板
当部門は、着色鉄板を主力としており、建築物の屋根・壁

材などに使用されますが、災害による特需もなく、前期同様、

需要家においては在庫調整を実施したことから販売数量が減

少し、当部門の売上高は６０７百万円と前年同期に比べ１６７百万

円（△２１．６％）の減収となりました。

亜鉛・着色鉄板部門
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極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛アルミ合金めっき鉄線、
亜鉛アルミ合金めっき鋼線、ニューサンカラーワイヤー、
獣害用フェンス、鋼より線、鋼平線、巻付グリップ

当部門は、極厚亜鉛めっき鉄線、亜鉛めっき鋼線、亜鉛ア

ルミ合金めっき鉄線・鋼線、ニューサンカラーワイヤー、獣

害用フェンス、鋼より線、鋼平線、巻付グリップなどを主力

としており、引き続き好調な自動車部品関連の鋼平線やコン

トロールケーブル用素材に使用される亜鉛めっき・亜鉛アル

ミ合金めっき鋼線などが増加し、また、子会社合併によるそ

の他の、電力、通信、自動車関連などの販売数量増加により、

当部門の売上高は１５，９１２百万円と前年同期に比べ７，８２５百万

円（９６．８％）の大幅増収となりました。

特 殊 加 工 品 部 門
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普通線材製品加工品、硬鋼線材製品加工品、丁番
当部門は、土木・建材向けに、亜鉛アルミ合金めっき鉄線・

鋼線、極厚亜鉛めっき鉄線などの高耐蝕線材製品に加工を施

した部品及び丁番を主力としております。河川・港湾土木工

事用コンクリート二次製品向けへの提案営業は継続しました

が、公共土木工事が減少したことにより、当部門の売上高は

５０２百万円と前年同期に比べ１７百万円（△３．３％）の減収とな

りました。

建 材 部 門
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ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープ
当部門は、ワイヤロープ、亜鉛めっきワイヤロープなどを
主力としており、土木、建築をはじめ多分野にわたり使用さ
れております。亜鉛めっきワイヤロープでは、水産用におい
て輸入品の影響により販売数量が減少し、また、造船、船舶
向けにおいては大口物件が減少したことにより低調に推移し
ましたが、ワイヤロープでは、自動車関連、港湾設備用など
で増加し、また、輸出向けにおいて積極受注への方針転換を
行ったことにより、中国向け
を中心に増加し、当部門の売
上高は３，１７４百万円と前年同
期に比べ３５百万円（１．１％）
の増収となりました。

鋼 索 製 品 部 門
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連結売上高�
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当社の業績の推移
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

経理の状況

連 結 貸 借 対 照 表
（平成２０年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
〔　　　１２，０８４，２２１〕

６，３９９，０７４

１，０００，０００

１，４００，０００

５２５，０００

９４９，８６８

４４７，１２３

２６８，３４９

５７３，５７５

５２１，２２７

〔　　　１２，９０１，４１３〕

９，２００，０００

１，３１０，００９

１，７５１，９７８

１６２，０４４

４７７，３８２

流 動 負 債　

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定の
長 期 借 入 金

一年以内償還予定の
新株予約権付社債

未 払 金

未払法人税等

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

そ の 他

固 定 負 債　

長 期 借 入 金

繰延税金負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

〔　　　２８，５７４，２０１〕

６，５２０，７４８

１１，７１６，９８８

５０２，０３６

９，５２３，９８１

１２５，３５３

５８，８４１

１５７，０９１

△　３０，８４０

〔　　３９，４９６，７９８〕

（　　　２０，３９７，４０８）

６，４９７，０９３

４，３１４，９４７

８，８０５，３３９

５９７，７０３

１８２，３２４

（　　　　１，００１，８２７）

１５０，２０９

８４２，２３１

９，３８６

（　　　１８，０９７，５６３）

１５，４３４，７１１

１０３，５７８

４１２，６８０

７００，０００

１，１３１，３３４

２１３，３１３

１３９，３４２

△　３７，３９７

流 動 資 産　

現金及び預金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

棚 卸 資 産

繰延税金資産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産　

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

ソフトウェア

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投資有価証券

長 期 貸 付 金

繰延税金資産

長 期 性 預 金

退職積立保険料

保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

２４，９８５，６３５負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　４０，５５７，６８３〕

（　　　１０，７２０，０６８）

（　　　１０，８８８，０３２）

（　　　１９，５４９，３２０）

（　　　△　５９９，７３８）

〔　　　△　９８，４０９〕

３０８，１２１

△　４０６，５３０

〔　　　２，６２６，０９１〕

株 主 資 本

資　 本　 金

資本剰余金

利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

少数株主持分

４３，０８５，３６５純 資 産 合 計

６８，０７１，０００負債及び純資産合計６８，０７１，０００資 産 合 計
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平成１９年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２０年３月３１日まで

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
金 額科 目

３４，３４６，３０９

 ２７，８６１，０９１　　

６，４８５，２１８

 ４，３２４，６４８　　

２，１６０，５６９

８６５，１７７

 ２２３，１９６　　
２，８０２，５５１

７３２，５２４

 １，１２８，５０７　　
２，４０６，５６７

５６９，５８２
 １４９，１３２　　

１，６８７，８５３

３２４，８５３
１６１，８１５
２４９，９６２

 １２８，５４６　　

１６１，３２２
３７，６１６

 ２４，２５７　　

７５，６６３
 ６５６，８６０　　

６７８，２３８
３１５，４５８
６５，７８９

 ６９，０２０　　

８４３，７８１
 △　２７４，１９９　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
持 分 変 動 利 益
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
過年度役員退職慰労引当金繰入額
固 定 資 産 売 廃 却 損
そ の 他
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
当 期 純 利 益
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平成１９年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２０年３月３１日まで

株主資本

株主資本合計自己株式利益剰余金資本剰余金資本金

３９，３５５，１７０△　４９６，３２６１８，２８３，３９５１０，８６８，０３２１０，７００，０６８平成１９年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

４０，０００－－２０，０００２０，０００
新株予約権（旧商法に基づき
発行された転換社債含む。）
の行使による増加

△　４０６，５６０－△　４０６，５６０－－剰余金の配当

１，６８７，８５３－１，６８７，８５３－－当期純利益

△　１７２，２１４△　１７２，２１４－－－自己株式の取得

５３，４３４６８，８０２△　１５，３６８－－自己株式の処分

－－－－－
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

１，２０２，５１３△　１０３，４１２１，２６５，９２５２０，０００２０，０００連結会計年度中の変動額合計

４０，５５７，６８３△　５９９，７３８１９，５４９，３２０１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２０年３月３１日残高

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

純資産合計少数株主持分

評価・換算差額等

評価・換算差額等
合計

繰延ヘッジ損益
その他有価証券
評価差額金

４２，４８２，９３４－３，１２７，７６４１１９，１４６３，００８，６１７平成１９年３月３１日残高

連結会計年度中の変動額

４０，０００－－－－
新株予約権（旧商法に基づき
発行された転換社債含む。）
の行使による増加

△　４０６，５６０－－－－剰余金の配当

１，６８７，８５３－－－－当期純利益

△　１７２，２１４－－－－自己株式の取得

５３，４３４－－－－自己株式の処分

△　６００，０８２２，６２６，０９１△　３，２２６，１７３△　５２５，６７７△　２，７００，４９６
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

６０２，４３０２，６２６，０９１△　３，２２６，１７３△　５２５，６７７△　２，７００，４９６連結会計年度中の変動額合計

４３，０８５，３６５２，６２６，０９１△　９８，４０９△　４０６，５３０３０８，１２１平成２０年３月３１日残高
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　連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．　連結の範囲に関する事項
�　連結子会社の数　　　２社

ジェイ－ワイテックス株式会社、滋賀ボルト株式会社
　なお、平成１９年４月１日付で旧興国鋼線索株式会社が旧株
式会社メタックスと旧関東鋼線株式会社を吸収合併するとと
もに社名をジェイ－ワイテックス株式会社に変更しておりま
す。

�　非連結子会社の数　　６社
太陽メッキ株式会社、日亜企業株式会社、日亜機電株式会社、
日亜工運株式会社、南海サービス株式会社、エムアールケー
株式会社
　なお、子会社の吸収合併に伴い、南海サービス株式会社、
エムアールケー株式会社が子会社（非連結子会社）となりま
した。
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社６社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、
売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
及ぼしていないためであります。

２．　持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社６社は、それぞれ当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が
ないため持分法の適用から除外しております。

３．　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．　会計処理基準に関する事項
�　重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部
純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合へ
の出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上
しております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

③　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法

貯蔵品
最終仕入原価法

�　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）
ａ）平成１０年３月３１日以前に取得したものについては、旧
定率法を採用しております。
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ｂ）平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得し
たものについては、旧定額法を採用しております。

ｃ）平成１９年４月１日以後に取得したものについては、定
額法を採用しております。

建物以外
ａ）平成１９年３月３１日以前に取得したものについては、旧
定率法を採用しております。

ｂ）平成１９年４月１日以降に取得したものについては、定
率法を採用しております。

（会計処理の変更）
　会社及び連結子会社は、法人税法の改正（（所得税法等
の一部を改正する法律　平成１９年３月３０日　法律第６号）
及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成１９年３
月３０日　政令第８３号））に伴い、当連結会計年度より、平
成１９年４月１日以降に取得した有形固定資産の減価償却費
については、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお
ります。
　この変更により、従来の方法に比べて、売上総利益が
２０，３０２千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前
当期純利益がそれぞれ２０，８９７千円減少しております。
（追加情報）
　会社及び連結子会社は、当連結会計年度より、平成１９年
３月３１日以前に取得したものについては、償却可能限度額
まで償却が終了した翌連結会計年度から５年間で均等償却
する方法によっております。
　この変更により、売上総利益が８７，７９８千円減少し、営業
利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ
８８，３９９千円減少しております。

②　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェ
アについては社内における利用期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

�　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上して
おります。

②　賞与引当金
従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計
上しております。

③　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当連結会計
年度末において発生していると認められる額を計上してお
ります。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。

④　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。
（会計処理の変更）
　会社及び連結子会社の役員退職慰労金は、従来、支出時
の費用として処理しておりましたが、当連結会計年度より
内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として計上す
る方法に変更しております。
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　この変更は、『「租税特別措置法上の準備金及び特別法上
の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する
監査上の取扱い」の改正について（監査・保証実務委員会
報告第４２号　平成１９年４月１３日）』が公表されたことを契機
として、近年の役員退職慰労引当金の引当金計上が会計慣
行として定着してきたことを踏まえ、期間損益の適正化及
び財務内容の健全化を図るため、役員退職慰労金を役員の
在任期間にわたって合理的に費用配分したことによるもの
であります。
　この変更により、当連結会計年度発生額のうち、４，３９４千
円を売上原価に、２７，３９６千円を販売費及び一般管理費に計
上しております。また、過年度分相当額３１５，４５８千円を特別
損失に計上し、当連結会計年度の退職者に係る支出額
１８６，６００千円を当該引当金の目的取崩しとして処理してお
ります。その結果、従来の方法に比べて売上総利益が４，３９４
千円減少し、営業利益及び経常利益はそれぞれ３１，７９０千円、
税金等調整前当期純利益が１６０，６４９千円減少しております。

�　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

②　ヘッジ会計の方法
１．　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。
２．　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　商品スワップ
ヘッジ対象　　原材料価格

３．　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリバ
ティブ取引を行っております。

４．　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段
の間に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価を
しております。

③　消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

５．　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法に
よっております。

６．　のれんの償却に関する事項
のれんは、５年間で償却しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．　有形固定資産の減価償却累計額 ２８，８５４，５０１千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 ５２，０５５，４７８株 
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２．　剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　（注）　記念配当１円含んでおり、その配当の原資については、別途積
立金を取崩しております。

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　３．　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来して
いないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 １，２７２，４０１株
（内訳） 新株予約権付社債 １，２３２，４０１株

 新株予約権 ４０，０００株
（１株当たり情報に関する注記）
１．　１株当たり純資産額 ７９９円０６銭
２．　１株当たり当期純利益 ３３円２１銭

（企業結合に関する注記）
当連結会計年度（自　平成１９年４月１日　至　平成２０年３月３１日）
（パーチェス法適用）
　当社の連結子会社である興国鋼線索株式会社は住友電気工業株式会
社の子会社である株式会社メタックス及び関東鋼線株式会社を平成１９
年４月１日を合併期日として吸収合併いたしました。

１．　被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企
業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称及び事業の内
容

�　被取得企業の名称及び事業の内容
被取得企業　株式会社メタックス
事業内容　　亜鉛メッキ鋼線、鋼より線、硬鋼線他の製造・

販売
被取得企業　関東鋼線株式会社
事業内容　　亜鉛メッキ鋼線、鋼より線、メタルファイバー

他の製造・販売
�　企業結合を行った主な理由

興国鋼線索株式会社、株式会社メタックス、関東鋼線株式会
社の３社が扱う鋼線事業を取り巻く環境は、ユーザーの海外
シフトによるマーケットの縮小、海外メーカーによる輸入品
の増加などにより、ますます厳しさを増すものと予想され、
３社の事業を統合することにより、生産設備や生産品目の移
管・集約、営業・管理部門の統合に加え、販売力の強化、各
社の技術力・開発力の融合等のシナジー効果を発揮し電力・
通信・自動車その他産業用等多岐にわたる分野で世界トップ
レベルの競争力を有する事で、お客様に一層ご満足頂ける会
社を目指すためであります。

効力発生日基準日１株当たり
配当額配当金の総額株式の種類決　議

平成１９年
６月２９日

平成１９年
３月３１日

５円（注）２５３，８６７千円普通株式
平成１９年６月２８日
定時株主総会

平成１９年
１２月１０日

平成１９年
９月３０日

３円１５２，６９２千円普通株式
平成１９年１１月８日
取締役会

効力発生日基準日１株当たり
配当額

配当金
の総額

配当の
原資

株式の
種類決　議

平成２０年
６月２７日

平成２０年
３月３１日

５円２５３，１６９千円利益剰余金普通株式
平成２０年６月２６日
開催予定の定時株主総会



��

�　企業結合日
平成１９年４月１日

�　企業結合の法的形式、結合後企業の名称及び取得した議決権比
率
興国鋼線索株式会社を存続会社とし、株式会社メタックス及
び関東鋼線株式会社を消滅会社とする吸収合併により行い、
社名をジェイ－ワイテックス株式会社に変更しました。その結
果、当社の議決権比率は５５％となりました。

２．　連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで

３．　被取得企業の取得原価及びその内訳

４．　合併比率及びその算定方法並びに割当株式数及びその評価額
�　合併比率

�　合併比率の算定方法
第三者機関による評価をベースに三社間で協議

�　割当株式数
株式会社メタックスの株主に対して保有する普通株式
１，００３，３３８，７７８株に対し興国鋼線索株式会社の普通株式５００株
を割り当て、関東鋼線株式会社の株主に対して保有する普通
株式１９８，９０１株に対し興国鋼線索株式会社の普通株式
７，３６３，１３６株を割り当てました。

�　評価額　３，１３３，８１９千円

５．　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法、償却期間
�　のれんの金額　１，０５２，７８９千円
�　発生原因

株式会社メタックス及び関東鋼線株式会社の今後の事業展開
によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積もりに
より発生したものであります。

�　償却方法及び期間　５年で均等償却

６．　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその
内訳
資産の額

流動資産 ����������� ５，７３７，９２０千円　　
固定資産 �������� 　　　５，３７１，６５５千円　　
資産合計 ��������� １１，１０９，５７６千円　　

負債の額
流動負債 ����������� ７，６７７，４１６千円　　
固定負債 �������� 　　　１，３５１，１２９千円　　
負債合計 ��������� ９，０２８，５４６千円　　

合計関東鋼線株式会社株式会社メタックス

３，１３３，８１９千円３，１３３，６０６千円２１２千円取得原価

７，３６３，６３６株７，３６３，１３６株５００株発行株式数

関東鋼線株式会社株式会社メタックス興国鋼線索株式会社会社名

３７．０１９０９９７６６７９０．００００００４９８３４１合併比率
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（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

貸　借　対　照　表
（平成２０年３月３１日現在）

（単位：千円）
負　債　の　部資　産　の　部

金 額科 目金 額科 目
〔　　　　５，６２６，０７６〕

２，１５８，１３６
１，２１０，７７３

２００，０００

５２５，０００

４３７，９５７
１２２，６６９
４１１，９９３
２８，７１２
１０，５８５
１５，３７１
１０５，１１２
３９９，７６５

〔　　　　６，９９６，００２〕

６，１００，０００
６４６，００５
１５０，３４０
９９，６５７

流 動 負 債　

支 払 手 形
買 掛 金
一年以内返済予定の
長 期 借 入 金
一年以内償還予定の
新株予約権付社債
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未払消費税等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
設備関係支払手形

固 定 負 債　

長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他

〔　　　１９，１２４，２３９〕

５，７５８，５４９
４，００５，４９１
２，６０３，１１３
５０２，０３６
４，９４２，４３７
４，４４５
８１３，５７９
２０，７０４
１００，４６５
３４，１２９
３４２，５４９
１，１３７

△　４，４００
〔　　　３０，４１３，６８７〕

（　　　　９，８６０，１８８）
４，７４６，５４７
１，８７７，７６３
６，５８６
９９，６６９

２，９５５，７６３
１７３，８５７

（　　　　　　１２７，２５８）
１２０，９２８
８３６
５，４９３

（　　　２０，４２６，２４０）
１２，５２０，５７５
４，０４６，０００
１，４８７，１３５
６３，４７８
３４３，５０７
７００，０００
１，１３１，３３４
１３１，５６５
３０，８４３

△　２８，２００

流 動 資 産　

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
製 品
仕 掛 品
原材料・貯蔵品
前 払 費 用
繰延税金資産
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産　

有形固定資産
建物・構築物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工具器具備品
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
ソフトウェア
特 許 実 施 権
そ の 他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
長期前払費用
繰延税金資産
長 期 性 預 金
退職積立保険料
保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

１２，６２２，０７９負 債 合 計

純　資　産　の　部

〔　　　３６，６００，７８６〕
（　　　１０，７２０，０６８）
（　　　１０，８８８，０３２）

１０，８８８，０３２
（　　１５，５９２，４２３）

６５５，１３１
〈　　　１４，９３７，２９１〉

１１，６５９，２２６
３，２７８，０６５

（　△　５９９，７３８）

〔　　　３１５，０６１〕
３４９，６９３
△　３４，６３２

株 主 資 本　
資　 本　 金
資本剰余金
資 本 準 備 金
利益剰余金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途積立金
繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益

３６，９１５，８４７純 資 産 合 計

４９，５３７，９２７負債及び純資産合計４９，５３７，９２７資 産 合 計
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平成１９年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２０年３月３１日まで （単位：千円）
金 額科 目

１８，５３６，４９０

 １４，９９９，３６７　　

３，５３７，１２２

 １，９４９，９３０　　

１，５８７，１９２

８１２，８０７

 １００，１６１　　
２，２９９，８３８

７４，５５１

 １，００８，０７９　　
１，３６６，３０９

８０９，５００
 △　２７１，３２９　　

８２８，１３９

５０５，０６１
２４８，３１７

 ５９，４２８　　

７１，８５３
１１，６１６

 １６，６９１　　

 ７４，５５１　　

６６６，３９８
３１２，７６３
９，５３５

 １９，３８１　　

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入
営 業 外 費 用

支 払 利 息
支 払 手 数 料
雑 支 出
経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
過年度役員退職慰労引当金繰入額
固 定 資 産 売 廃 却 損
そ の 他
税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

（注）　記載金額は、千円未満を切捨て表示しております。

損 益 計 算 書
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株主資本

株主資本
合計

自己株式
利益剰余金

利益剰余金
合計

その他利益剰余金利益準備金
繰越利益剰余金別途積立金

３６，２５７，９８７△４９６，３２６１５，１８６，２１２２，８２１，０８０１１，７１０，０００６５５，１３１平成１９年３月３１日残高

事業年度中の変動額

４０，０００－－－－－新株予約権（旧商法に基づき発行され
た転換社債含む。）の行使による増加

△　４０６，５６０－△４０６，５６０△３５５，７８６△　５０，７７３－剰余金の配当

８２８，１３９－８２８，１３９８２８，１３９－－当期純利益

△　１７２，２１４△　１７２，２１４－－－－自己株式の取得

５３，４３４６８，８０２△　１５，３６８△　１５，３６８－－自己株式の処分

－－－－－－株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

３４２，７９８△　１０３，４１２４０６，２１０４５６，９８４△　５０，７７３－事業年度中の変動額合計

３６，６００，７８６△　５９９，７３８１５，５９２，４２３３，２７８，０６５１１，６５９，２２６６５５，１３１平成２０年３月３１日残高

純資産合計
評価・換算差額等

評価・換算差額等合計繰延ヘッジ損益その他有価証券評価差額金
３９，４４４，３２２３，１８６，３３４１８１，１２０３，００５，２１４平成１９年３月３１日残高

事業年度中の変動額

４０，０００－－－新株予約権（旧商法に基づき発行され
た転換社債含む。）の行使による増加

△　４０６，５６０－－－剰余金の配当

８２８，１３９－－－当期純利益

△　１７２，２１４－－－自己株式の取得

５３，４３４－－－自己株式の処分

△　２，８７１，２７２△　２，８７１，２７２△　２１５，７５２△　２，６５５，５２０株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△　２，５２８，４７４△　２，８７１，２７２△　２１５，７５２△　２，６５５，５２０事業年度中の変動額合計

３６，９１５，８４７３１５，０６１△　３４，６３２３４９，６９３平成２０年３月３１日残高

株主資本等変動計算書
平成１９年４月１日から　　　　　　　　　　　　
�
�
�

�
�
�

平成２０年３月３１日まで （単位：千円）
株主資本

資本剰余金
資本金

資本剰余金合計資本準備金
１０，８６８，０３２１０，８６８，０３２１０，７００，０６８平成１９年３月３１日残高

事業年度中の変動額

２０，０００２０，０００２０，０００新株予約権（旧商法に基づき発行され
た転換社債含む。）の行使による増加

－－－剰余金の配当

－－－当期純利益

－－－自己株式の取得

－－－自己株式の処分

－－－株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

２０，０００２０，０００２０，０００事業年度中の変動額合計

１０，８８８，０３２１０，８８８，０３２１０，７２０，０６８平成２０年３月３１日残高
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　個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．　資産の評価基準及び評価方法
�　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの
移動平均法による原価法
ただし、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への
出資については、当該組合の財産の持分相当額を計上して
おります。

�　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

�　棚卸資産の評価基準及び評価方法
①　製品、原材料、仕掛品
移動平均法による原価法

②　貯蔵品
最終仕入原価法

２．　固定資産の減価償却の方法
�　有形固定資産

建物（建物附属設備は除く）
ａ）平成１０年３月３１日以前に取得したものについては、旧定
率法を採用しております。

ｂ）平成１０年４月１日から平成１９年３月３１日までに取得した
ものについては、旧定額法を採用しております。

ｃ）平成１９年４月１日以後に取得したものについては、定額
法を採用しております。

建物以外
ａ）平成１９年３月３１日以前に取得したものについては、旧定
率法を採用しております。

ｂ）平成１９年４月１日以降に取得したものについては、定率
法を採用しております。

（会計処理の変更）
　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平成
１９年３月３０日　法律第６号）及び（法人税法施行令の一部を
改正する政令　平成１９年３月３０日　政令第８３号））に伴い、
当事業年度より、平成１９年４月１日以降に取得した有形固定
資産の減価償却費については、改正後の法人税法に基づく方
法に変更しております。
　この変更により、従来の方法に比べて、売上総利益が７，０８１
千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそ
れぞれ７，１２３千円減少しております。
（追加情報）
　当事業年度より、平成１９年３月３１日以前に取得したものに
ついては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年
間で均等償却する方法によっております。
　この変更により、売上総利益が３０，１０５千円減少し、営業利
益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ３０，２１７千円減
少しております。 
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�　無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェア
については社内における利用期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

３．　引当金の計上基準
�　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しておりま
す。

�　賞与引当金
従業員賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上
しております。

�　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

�　役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。
（会計処理の変更）
　役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理してお
りましたが、当事業年度より内規に基づく要支給額を役員退
職慰労引当金として計上する方法に変更しております。
　この変更は、『「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の
引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査
上の取扱い」の改正について（監査・保証実務委員会報告第
４２号　平成１９年４月１３日）』が公表されたことを契機として、
近年の役員退職慰労引当金の引当金計上が会計慣行として定
着してきたことを踏まえ、期間損益の適正化及び財務内容の
健全化を図るため、役員退職慰労金を役員の在任期間にわ
たって合理的に費用配分したことによるものであります。
　この変更により、当事業年度発生額のうち、４，３９４千円を
売上原価に、１８，３８７千円を販売費及び一般管理費に計上して
おります。また、過年度分相当額３１２，７６３千円を特別損失に
計上し、当事業年度の退職者に係る支出額１８６，６００千円を当該
引当金の目的取崩しとして処理しております。その結果、従
来の方法に比べて売上総利益が４，３９４千円減少し、営業利益及
び経常利益はそれぞれ２２，７８１千円、税引前当期純利益が
１４８，９４５千円減少しております。

４．　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
�　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。

�　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
原則として繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　商品スワップ
ヘッジ対象　　原材料価格
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③　ヘッジ方針
亜鉛価格の原材料価格変動リスク軽減を目的としてデリバ
ティブ取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段の
間に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価をして
おります。

�　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
１．　有形固定資産の減価償却累計額 １１，８３４，６３５千円
２．　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ９４２，４９２千円
長期金銭債権 １，４８３，５５６千円
短期金銭債務 ６５１，４９２千円

（損益計算書に関する注記）
１．　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売　上　高 １，５７１，６４０千円
仕　入　高 ３，４１０，５５４千円
販売費及び一般管理費の取引高 ７６，７９０千円
営業取引以外の取引による取引高 ８４，９１７千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．　自己株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 １，４２１，６３３株

（税効果会計に関する注記）
１．　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
賞与引当金 ４２，７１７千円
未払事業税 ３６，１９１千円
製品（横持費用） ４，８９４千円
ソフトウェア １７５千円
退職給付引当金 ２６２，５３６千円
役員退職慰労引当金 ６１，０９８千円
貸倒引当金繰入限度超過額 １３，２４８千円
投資有価証券 ２１５，０８４千円
繰延ヘッジ損益 ２３，７１０千円
その他 　　　　　２３，７２８千円　
繰延税金資産小計 　　　　　６８３，３８６千円　
繰延税金資産合計 　　　　　６８３，３８６千円　

　　　　
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 　　　△　２３９，４１２千円　
繰延税金負債合計 △　２３９，４１２千円

繰延税金負債の純額 　　　　　４４３，９７３千円　

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含まれておりま
す。
流動資産　－　繰延税金資産 １００，４６５千円
固定資産　－　繰延税金資産 　　　　　３４３，５０７千円　
繰延税金資産の純額 　　　　　４４３，９７３千円　 
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）
１．　当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額
 ２９，２７８千円
２．　当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額
 １６，４０６千円
３．　当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額
 １２，８７２千円

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

取引条件及び取引条件の決定方法等
　（注）１．ジェイ－ワイテックス株式会社に対する資金の貸付について

は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
２．鋲螺製品の購入については、当社製品の市場価格から算定し
た価格、及び滋賀ボルト株式会社から提示された総原価を検
討の上、決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．　１株当たり純資産額 ７２９円０７銭
２．　１株当たり当期純利益 １６円２９銭

期末
残高

（千円）
科目

取引
金額

（千円）

取引の
内容

関係内容
議決権の
所有

（被所有）
割合

事業の
内容又
は職業

資本金
又は
出資金
（千円）

住所
会社等
の名称

属性 事業上
の関係

役員
の兼
任等

１，３８３，５５６長期
貸付金

５００，０００

１７，６４８

資金の
貸付
（注）１
利息の
受取
（注）１

資金の
貸付

兼任　
　２人

所有　　
直接

　　５５％

金属製品
製造業　

４５０，０００大阪府
貝塚市ジェイ

－ ワ イ
テック
ス株式
会社

子会社

２４６，３３６

２３０，０００

買掛金

支払手形

２，６２２，９８８鋲螺製品
の購入
（注）２

当社製品
の生産　

兼任　
　２人

所有　　
直接

　　１００％

金属製品
製造業　

２００，０００滋賀県
甲賀市

滋賀ボ
ルト株
式会社

子会社
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�　発行可能株式総数 １１７，２４３，０００株

�　発行済株式総数 ５２，０５５，４７８株
（注）新株予約権付社債の行使に伴い９３，８９６株増加しました。

�　株　　　主　　　数 ４，３１７名

�　発行済株式（自己株式を除く）の総数の
１０分の１以上の数の株式を保有する株主

転換社債の株式転換による発行済株式総数変更登記及び

資本の額の変更登記は発生月毎に登記しております。

株　　式 （平成２０年３月３１日現在）

議決権比率（％）持株数（千株）株　　　主　　　名

２３．３３１１，６７４新日本製鐵株式会社

商 業 登 記
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財務の概況 （平成２０年３月３１日現在）

子会社のジェイ－ワイテックス株式会社は、平成１９年４月９
日に５０億円の資金調達を行いました。なお、アレンジャーは
株式会社三菱東京UFJ 銀行で地方銀行他９行が参加しており
ます。

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資等の
総額は１，１０８百万円であり、その主なものは、次のとおりであ
ります。
当連結会計年度に完成した主要設備

資 金 調 達 の 状 況

設備投資等の状況

鍍線合理化設備（本社第一鍍線工場）、賃貸用住宅当 社

伸線製造設備（第一事業所、第二事業所）、被覆線
製造設備（関東事業所）、熱処理設備オーバーホー
ル（第一事業所）

ジェイ－ワイテックス
株式会社

（注）平成１９年４月１日付で旧興国鋼線索株式会社が旧株式会社メタックスと旧関
東鋼線株式会社を吸収合併するとともに社名をジェイ－ワイテックス株式会社に
変更しております。

借入金残高
（百万円）借　　入　　先会　　社　　名

７７０株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

当 社

６８０株 式 会 社 南 都 銀 行
６８０株 式 会 社 肥 後 銀 行
６８０株 式 会 社 山 口 銀 行
６８０兵庫県信用農業協同組合連合会
５５０株 式 会 社 中 国 銀 行
４５０株 式 会 社 滋 賀 銀 行

２，１００株式会社三菱東京UFJ 銀行

ジェイ－ワイテックス
株 式 会 社

６４０株 式 会 社 池 田 銀 行
４００株 式 会 社 紀 陽 銀 行
４００株 式 会 社 常 陽 銀 行
４００株 式 会 社 南 都 銀 行
４００株 式 会 社 山 口 銀 行

主 要 な 借 入 先
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商　　号　　　日亜鋼業株式会社

英　訳　名　　　NICHIA STEEL WORKS,LTD.

創　　業　　　明治４１年７月１日

設　　立　　　昭和２７年６月１６日

資　本　金　　　１０，７２０，０６８千円

①　企業集団の従業員の状況

②　当社の従業員の状況

会社の概況 （平成２０年３月３１日現在）

従 業 員 の 状 況

前期末比増減（名）従　業　員　数（名）区　　分

２４０６４９男　　子

５４９７女　　子

２９４７４６合　　計

　（注）　１．従業員数の増加につきましては、合併によるものであります。
２．従業員数は、当連結会社から当連結会社外への出向者を除き、

当連結会社外から当連結会社への出向者を含む就業人員であ
ります。

平均勤続年数（年）平均年齢（歳）前期末比増減（名）従業員数（名）区　　分

１４．０３８．５１６２２４男　　子

４．７２６．８０２６女　　子

１３．０３７．３１６２５０合　　計

　（注）　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への
出向者を含む就業人員であります。
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尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0091本 社

尼崎市道意町 6丁目 74 番地
�（06）6416 － 1021（代表）

〒 660-0083本社（事務所）

尼崎市中浜町 19 番地
�（06）6416 － 8914

〒 660-0091�
伸線本社第一　　工場鍍線

尼崎市道意町 6丁目 57 番地
�（06）6416 － 9483

〒 660-0083本社第二工場

室蘭市仲町 47 番地
�（0143）45 － 0257

〒 050-0087室 蘭 工 場

北茨城市中郷町日棚字宝壺 1471 番地 27
�（0293）42 － 7480

〒 319-1556茨 城 工 場

大阪市東成区深江北 3丁目 21 番 23 号
�（06）6976 － 3301

〒５３７-00０１大 阪 工 場

東京都千代田区丸の内 1丁目 8番 1号
丸の内トラストタワーN館 17 階
�（03）3213 － 9521

〒 100-0005東 京 支 店

札幌市中央区北二条西 4丁目 1番地
北海道ビル 8階
�（011）251 － 3301

〒 060-0002北海道営業所

仙台市青葉区一番町 2丁目 8番 15 号
太陽生命仙台ビル 9階
�（022）266 － 5611

〒 980-0811東 北 営 業 所

名古屋市中村区名駅南 2丁目 13 番 18 号
ＮＳビルディング 2階
�（052）564 － 7278

〒 450-0003名古屋営業所

広島市中区八丁堀 15 番 10 号
セントラルビル 8階
�（082）227 － 3010

〒 730-0013広 島 営 業 所

福岡市中央区赤坂 1丁目 12 番 15 号
読売福岡ビル 7階
�（092）781 － 7508

〒 810-0042九 州 営 業 所

新潟市中央区鐙 1丁目 3番 3号
興和第 2ビル 504 号
�（025）244 － 4050

〒 950-0913新 潟 駐 在 所

中華人民共和国北京市建国門外大街 26 号
長富宮ビル 8階
�（０１０）８６１０ －６５１３－９２３０

中国駐在事務所
（ 北 京 ）

大阪府貝塚市堤 300 番地
�（0724）36 － 6802

〒 597-0054ジェイ‐ワイテックス
株 式 会 社
（ 本 社 ）

滋賀県甲賀市土山町南土山乙 423
�（0748）66 － 1131

〒 528-0212滋 賀 ボ ル ト
株 式 会 社
（ 本 社 ）

当社事業所及び連結子会社
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竹 内 俊 一（ジェイ－ワイテックス株式会社取締役）代表取締役社長

長谷川　真　道（技 術 本 部 長）常 務 取 締 役

八 塚　 隆（製 造 本 部 長 兼 設 備 部 長）常 務 取 締 役

古 賀 英 介（経営企画室長兼製造本部生産業務部長）取 締 役

下 徳 弘 幸（管 理 本 部 長）取 締 役

内 田 耕 造（新日本製鐵株式会社常務取締役）取 締 役

平 尾　 昇（ジェイ－ワイテックス株式会社監査役）常 勤 監 査 役

長 谷 次 雄　公 認 会 計 士　（ ）　株式会社ユー・エス・ジェイ常勤監査役　監 査 役

長須賀　文　雄監 査 役

（注）　１．取締役　有薗文仁氏、取締役　榊原康夫氏は平成１９年１２月３１日をもっ
て退任いたしました。

２．監査役　長谷次雄氏及び長須賀文雄氏は、会社法第２条第１６号に定め
る社外監査役であります。

３．監査役　長谷次雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有するものであります。

役　　員 （平成２０年３月３１日現在）
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株 主 メ モ
○事　業　年　度　　４月１日から翌年３月３１日まで

○定時株主総会　　毎年 6月

○株主名簿管理人　　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

○同事務取扱場所　　大阪市中央区北浜二丁目 4番 6号

　　　　　　　　　　株式会社だいこう証券ビジネス

　　　　　　　　　　本社証券代行部

　　　　　　　　　　電話　０１２０‐２５５‐１００

○基　　準　　日　　定時株主総会・期末配当金　３月３１日

　　　　　　　　　　中間配当金　９月３０日

　　　　　　　　　　その他必要あるときは、あらかじめ公告して基準日

を定めます。

○公告掲載新聞名　　日本経済新聞

○上場証券取引所　　東京・大阪市場第 1部

○ホームページアドレス　　http://www.nichiasteel.co.jp/

株主メモ
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